









Some Issues of Lao Legal System and Land Law Structure to be Considered in the 




１ 日本による法整備支援の状況とその意義  















                                                  
1 ICD による法整備支援の概要及び各国の支援内容等については、ICD の HP、




80cfaf65d49257bc5002cef9f?OpenDocument（2020 年 2 月閲覧）を参照。  
2 前掲注（1）、JICA「法整備支援に関するプロジェクト研究・「法の支配」の実現を目指して
−JICA の法整備支援の特色−」（2009）を参照。  






は、ICD と JICA の双方が担当しているものもあれば、単独で行っているものもある。ODA 基
本方針では、インドネシア、ベトナム、ミャンマー、モンゴル、カンボジア、ラオス、ウズベ
















２ ラオスの国情および法整備支援の状況  
２．１ ラオス人民民主共和国  
ラオスは、ランサーン王朝に始まる王政時代（1353 年～）があり、その後、1899 年に仏領
インドシナ連邦へ編入され、日本による占領時代を経つつ、1949 年にフランス連合の枠内で独
                                                                                                                                                                         
助ホームページ」















立し、最終的に 1953 年 10 月 22 日のラ仏条約により完全に独立を果たす。その後、内戦を経
て、1975 年 12 月に現在の社会主義国家としてのラオス人民民主共和国が成立した。ラオスは、
首都のビエンチャン市および 17 県（北部 8 県、中部 5 県、南部 4 県）から構成されている。





ラオス経済は非常に発展状況にあり、例えば、名目 GDP（US ドル）では、2016 年に約 159
億 2000 万ドル、2017 年に約 170 億 7000 万ドル、2018 年に約 181 億 2000 万ドルとなり、一
人当たり名目 GDP も 2016 年約 2325 ドル、2017 年約 2455 ドル、2018 年約 2566 ドルであり、














 2003 年から 2008 年にかけては、民法および商法の教科書作成支援が行われ、カウンターパ
ートとしては、現在では司法省、最高人民裁判所、最高人民検察院およびラオス国立大学であ
                                                  
6 外務省 HP「ラオス人民民主共和国基礎データ」  http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/laos/ 
（2020 年 2 月閲覧）によれば、49 民族があるとされる。  
7 ラオス憲法 3 条「多民族からなる国民の主権者としての権利は、ラオス人民革命党を主軸と
する政治制度の機能を通して行使され、保障される。」。外務省 HP・前掲注（6）も参照。  
8 International Monetary Fund (IMF), World Economic Outlook Database, October 2019. 
http://www.imf.org/external/ns/cs.aspx?id=28（2020 年 2 月閲覧）。  




11 金子・前掲注（10）5 頁。  
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その後、2018 年 12 月に民法典草案がラオス議会を通過し、現在はその民法典草案の公布を
行うための手続きや細かな議論が継続している状況である。施行日は、公布から 1 年以内とな
っている（民法典草案 630 条）。  
 
２．３ 国会通過後の民法典草案  
 民法典草案は、第 1 編：総則、第 2 編：人及び法人、第 3 編：家族、第 4 編：物、所有権及
び物に対するその他の権利、第 5 編：契約内債務、第 6 編：契約外債務、第 7 編：担保、第 8






                                                  
12 実際に、2018 年 2 月 26 日には、ベトナムとラオスとで「ラオス民法典ローフォーラム」が
ビエンチャンで開催されており、日本側もそこに参加している（筆者も参加）。  
13 小宮由美「各国法整備支援の状況・ラオス」ICD NEWS16 号 13 頁（2004）。  
14 松尾弘・大川謙蔵「ラオスにおける民事関係法制に関する調査研究」ICD HP「ラオス・調













３ ラオスにおける土地に関する法制度  
３．１ 土地に関する規律  
 民法典草案がまだ公布および施行がなされていないことから、土地関係を規律する法律とし
ては、1990 年財産法、1990 年契約法（2008 年に契約内外債務法に改編）、1994 年担保取引法
（2005 年改正）、1997 年土地法（2003 年、2019 年 6 月改正16）、2008 年土地に関する法律行
為の登記規則、2011 年契約執行担保法の実施に関する首相令などが重要となる。この担保取引
法およびその首相令は、International Finance Center（IFC）の起草支援により成立している。
土地法は、 United States Agency for International Development（ USAID）、 Deutsche 
Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit （ GTZ 、 現 Deutsche Gesellschaft für 








全国統一的にそれを庇護する。」（2015 年ラオス憲法 17 条 1 項 17）とされ、土地は国家が所
有する。同趣旨のものが、財産法 4 条 4 項および 2019 年土地法 3 条にも規定されている。そ
の結果、個々の国民（私人）がもちうるのは、国家によって認められた土地の「使用権」とい
われ、財産法 4 条・1997 年土地法では、土地の売買が禁止されていた。しかし、2003 年の土
地法以降、土地使用権の売買が可能となった（2003 年土地法 53 条・57 条、2019 年土地法 134
条・138 条）。これとの関係で、所有権の形態には、国家所有権、集団所有権、自営所有権、民









                                                  
16 2019 年土地法は、2019 年 6 月に議会を通過したが、公布日及び施行日は未定である。  
17 2015 年ラオス憲法に関しては、川村仁「2015 年ラオス憲法改正の要点」ICD NEWS68 号





































                                                  

















明するものである（同法 105 条）。  
土地取引に関連し、土地の所有権は原則として、その引渡しまたは受領した時から移転する。
契約によって定めたときは、それによる。登記が必要な財産については、登記がなされた（完
了した）時から移転する（財産法 28 条、民法典草案 292 条）。  
 














                                                  








は、現行法でも存在しており（契約内外債務法 60 条以下、民法典草案 434 条以下）、一般的に
は賃貸借契約は短期間の使用・利用関係を目的としているとされる20。それに対し、新たに導
入される地上権は、登記を必要としており、契約でその期間を自由に設定でき、また期間を定








３．６ 土地と担保との関係  
 担保には、法律に基づく担保（先取特権）と契約に基づく担保がある（2005 年担保取引法 3
条、民法典草案 511 条）。土地との関係で重要となるのは後者のため、以下ではそれを扱う22。 
契約に基づく担保とは、債権者および債務者間の債務の弁済を保証する合意、または債務者
が債務を弁済できなければ債務者に代わってある者もしくは法人が債務の弁済を行う合意のこ










債務法 63 条、民法典草案 437 条）。  










引き渡すことで設定される。（2005 年担保取引法 15 条）。この場合、事前に所有権者の同意を































４．１ 所有権の分類  
 第一に、所有権の分類が不明確であるといえる。民法典草案において、国家所有権、集団所
                                                  































                                                  
25 ホアン・テェ・リエン  ベトナム司法省次官基調講演「ベトナム 2005 年民法典制定過程にお
けるベトナムと日本の協力について」ICD NEWS 27 号 13 頁（2006）。  
26 松本剛「2015 年ベトナム民法典の概要」ICD NEWS67 号 25 頁以下（2016）。  
27 JICA 法・司法制度改革支援プロジェクト（フェーズ 2）民法共同研究会「2015 年ベトナム
民法改正ドラフトに対する JICA 民法共同研究会見解」（2015）、JICA HP「参考資料・JICA
作成資料」https://www.jica.go.jp/activities/issues/governance/portal/vietnam/index.html 
（2020 年 2 月閲覧）。  
28 これらの指摘は、ベトナムに関して既になされている。松尾弘「2015 年ベトナム民法と財




































                                                  
29 松本・前掲注 (26)32 頁以下。  




















・角紀代恵（2010 年）「ベトナム 2005 年民法」ジュリスト 1406 号 87 頁以下  
・菊池洋子、鈴木玲子、阿部健一編著（2010 年）『ラオスを知るための 60 講』明石書店  






ジュリスト 1406 号 4 頁以下  
・松尾弘（2010 年）「ラオスと日本の新たな法整備協力の意義と課題」ICD NEWS44 号 54 頁
以下  
・松尾弘（2012 年）『民法改正を読む―改正論から学ぶ民法』慶應義塾大学出版会  
・松尾弘（2012 年）「民法学と開発法学」小野秀誠・滝沢昌彦・小粥太郎・角田美穂子編（2012
                                                  





1974）。                                  
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年）『松本恒雄先生還暦記念・民事法の現在的課題』商事法務、969 頁以下  
・松尾弘（2013 年）「ラオスにおける民法の発展」アジア法学会、161 頁以下  
・丸山毅（2004 年）「各国法整備支援の状況・ベトナム」ICD NEWS 第 16 号 4 頁以下  
・森島昭夫（2006 年）「ベトナム民法典の改正と日本の法整備支援」ICDNEWS27 号 16 頁以
下  
・森永太郎（2008 年）「特集各国法整備支援の状況（ベトナム）」ICD NEWS37 号 6 頁以下  
・安田信之（1996 年）『ASEAN 法』日本評論社  
 
（本研究は、Smart&human 研究助成および JSPS 科研費 19H01405 の助成を受けたものであ
る。）  
